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決
算

　

平
成
25
年
9
月
11
日
に
全
国
瞬
時
警
報
シ
ス

テ
ム(

Ｊ
ア
ラ
ー
ト
）の
一
斉
訓
練
が
行
わ
れ
た
。

し
か
し
、
本
町
の
デ
ジ
タ
ル
防
災
無
線
は
作
動

し
な
か
っ
た
。
設
置
時
に
お
け
る
業
者
と
の
や

り
と
り
や
機
器
の
取
り
扱
い
を
再
確
認
し
、
ミ

ス
の
原
因
を
検
証
す
る
こ
と
。
再
発
防
止
の
徹

底
を
図
る
こ
と
。

　

ま
た
、
意
見
に
加
え
、
提
案
と
要
望
を
提
出

し
ま
し
た
。

【
デ
ジ
タ
ル
防
災
無
線
へ
の
提
案
】

　

デ
ジ
タ
ル
防
災
無
線
で
お
知
ら
せ
や
音
楽
を

毎
日
放
送
し
、
町
民
全
体
で
防
災
無
線
の
維
持

管
理
を
確
認
し
て
は
ど
う
か
。

【
相
談
窓
口
強
化
の
要
望
】

　

自
殺
相
談
や
悩
み
事
相
談
へ
の
対
応
は
夜
間
・

休
日
を
問
わ
ず
必
要
で
あ
る
。
い
つ
で
も
相
談

を
受
け
ら
れ
る
体
制
づ
く
り
を
確
立
す
る
よ
う

要
望
す
る
。

　

歳
入
123
億
8
7
2
8
万
円
で
23
年
度
よ

り
9
％
増
、
歳
出
は
119
億
5
6
3
9
万
円

で
8
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

■
歳
入…

自
主
財
源
は
前
年
度
比
8
％
減

と
な
り
ま
し
た
。
要
因
に
、
基
金
（
貯
金
）

を
取
り
崩
す
こ
と
な
く
運
営
し
た
こ
と
で

繰
入
金
が
82
％
の
大
幅
減
と
な
っ
た
こ
と

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
自
主
財
源
の
大
部
分

を
占
め
る
町
税
は
6
9
4
6
万
円
（
2
％
）

増
額
し
て
い
ま
す
。
徴
収
率
96
％
（
前
年

度
95
％
）
と
収
納
強
化
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

　

依
存
財
源
は
、
平
成
23
年
度
の
基
準
財

政
収
入
額
算
定
誤
り
に
よ
る
普
通
交
付
税

減
額
分
が
24
年
度
に
措
置
さ
れ
た
こ
と
で
、

22
％
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

■
歳
出…

平
成
24
年
度
に
新
設
さ
れ
た
沖

縄
振
興
特
別
推
進
交
付
金（
一
括
交
付
金
）

事
業
が
多
い
こ
と
が
特
徴
で
す
。

　

毎
年
増
加
傾
向
に
あ
る
扶
助
費
（
住
民

福
祉
の
た
め
の
経
費
）
は
24
年
度
も
児
童

手
当
や
介
護
給
付
費
等
の
増
に
よ
り
、
前

年
度
よ
り
6
％
増
え
ま
し
た
。

平成24年度

一
般
会
計
決
算
は
意
見
を
付
け
認
定

平
成
24
年
度
一
般
会
計
決
算

平
成
24
年
度
一
般
会
計
決
算

一般会計歳出  119億 5,639万円　　特別会計を含み歳出総額  186億 8,198万円
決
算町税の徴収強化と 地方交付税増で黒字黒字黒字

９　月
定例会

9
月
9
日
〜
30
日
ま
で
の
22
日
間
の
会
期
で
開
き
ま
し
た
。

平
成
24
年
度
決
算
を
中
心
に
審
議
し
、
6
会
計
す
べ
て
を
認
定
し
ま
し
た
。

ま
た
、
す
べ
て
の
議
案
を
可
決
し
、
一
般
質
問
は
11
人
の
議
員
が
質
問
し
ま
し
た
。

デ
ジ
タ
ル
防
災
無
線
、
情
報
の
伝
達
徹
底
を

……………………………………………………………
平成24年度　一般会計　

町民1人あたり約33万円使いました。
（平成25年 3月末人口　3万5,941人、平成23年度約31万円）

その主な内訳は

民生費 土木費 教育費 総務費

13万5,209円 4万8,462円 3万7,669円 3万7,607円

公債費 衛生費 消防費 農林水産費

2万6,873円 2万246円 1万3,326円 5,401円

町
税
歳
入　
6
9
4
6
万
円
増
額

民生費：お年寄りや児童福祉、保育所の運営
土木費：道路や公園の整備
教育費：幼稚園・小中学校教育や生涯学習
総務費：職員人件や役場全体の管理
公債費：借金（町債）の返済
衛生費：ごみ処理や予防接種

町税：みなさまからの税金
繰入金：町の貯金を下ろして使う金額
国・県支出金：使う目的が決まっている国や県からの補助金
地方交付税：自治体運営の均衡を保つため国から配分される金額
町債：町の借金

用語の説明

歳　

入

歳　

出

繰入金
１億1,972万円

その他①
4億 9,061 万円

地方交付税
26億 8,561 万円

国庫支出金
15億 8,253 万円

県支出金
21億5,559
　　　　万円

町債（借入金）
10億 920万円

地方消費税交付金
2億 7,956 万円

その他②
1億 1,479 万円

（分担金負担金、
利用料手数料等）

（地方贈与税、
地方特例交付金等）

依
存
財

源　
　　自主

財
源

繰越金
2億9,209万円

分担金・負担金
3億865万円歳入歳入歳入

36.8％

民生費
48億5,953万円

歳出歳出歳出

土木費
17億4,177万円

教育費
13億5,387万円

総務費
13億5,165万円

公債費
9億6,585万円

衛生費
7億2,767万円

消防費
4億7,897万円

農林水産業費
1億9,413万円

議会費
1億2,282万円

その他（労働費、商工費等）
1億6,013万円

36.8％
63.2％63.2％

町税
33億4,893万円

119億5,639万円 123億8,728万円


